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組織・機構改革の概要

１ 背景

平成２２年度に分権時代にふさわしい自治体経営により、市民の暮らしの質を高めるこ

とを目的とした組織・機構改革を実施しました。その後、３年が経過しようとする中で、

教育委員会から事務移管のため新設した文化部については、その機能を十分に発揮してい

るものの、東日本大震災による危機管理に対する市民意識の高揚、地域主権改革の進展や

市民ニーズの多様化、さらには市の財政状況の変化など、市政を取巻く状況は大きく変化

していることから、これらに柔軟に対応する必要が生じています。

一方、平成２４年度には第一次亀山市総合計画後期基本計画がスタートしましたが、こ

こに掲げられている施策・事業を着実に推進していくためには、限られた財源と限られた

職員で、「選択と集中」による効果的・効率的な行財政運営を進めていかなければなりま

せん。

こうした状況を踏まえ、当市のまちづくりの基本的な考え方である「市民力で地域力を

高めるまちづくり」の実現を目指し、さらなる組織マネジメント機能の強化と事務効率化

を図る必要があることから、平成２５年４月に組織・機構改革を実施する予定です。

２ 求められる組織

（１）第一次亀山市総合計画後期基本計画を確実に推進できる組織

（２）市民に分かりやすく、かつ市民ニーズに的確に対応できる組織

（３）地域主権改革による権限移譲に対応できる組織

（４）自立した行政経営を推進できる組織

（５）各部局が横断的な連携を図ることのできる組織

（６）職員が目的意識を持って意欲的に業務に取組むことのできる組織

３ 改革の目標

「市民力で地域力を高めるまちづくりを目指し、スピード・コミュニケーション・透明

性のある組織・機構を整える」

４ 基本方針

（１）組織マネジメント機能の強化

①部内局の増設を図り、二層管理体制によるマネジメント機能の強化と部局内の協力

体制の整備

②部長権限の強化・拡充
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（２）内部管理部門の再編

①企画部と総務部の統合（統合により内部管理部門の強化）

②財務部門の管理一元化（財務部門の特化により、財政運営の健全性を確保）

（３）組織のスリム化

①部局・室の統廃合により１部局６室の減少（会計管理者と出納室長との兼務及び原

則として所属職員が少人数の室を解消）

②人員の適正配置

（４）事業推進に対応する組織づくり

①安心・安全のまちづくりを推進するための整備（企画総務部に危機管理局を配置）

②地域づくり支援部門の強化

③市民生活に直結する施策・事業（生活環境、消費者保護）を推進するための整備

５ 具体的な改革の内容

（１）部内局の増設

①危機管理局（企画総務部内）

②文化振興局（市民文化部内）

③関支所（市民文化部内）

④上下水道局（建設部内）

（２）内部管理部門の再編

①企画部、総務部 ⇒ 企画総務部

②財務部の設置

（３）部・室の統廃合

①市民部、文化部 、関支所 ⇒ 市民文化部

②建設部、上下水道部 ⇒ 建設部

③会計管理者と出納室長の兼務（室長級で対応）

④情報統計室（統計）、法制執務室 ⇒ 総務法制室

⑤情報統計室（情報）、人材育成室 ⇒ 人事情報室

⑥行政改革室、財務室（財政）⇒ 財政行革室

⑦財務室（管財）、契約監理室 ⇒ 契約管財室

⑧文化スポーツ室、歴史博物館 ⇒ 文化スポーツ室

⑨観光振興室、関ロッジ ⇒ 観光振興室



3

⑩上下水道管理室の事務を上水道室及び下水道室へ移管

⑪生涯学習室、図書館 ⇒ 生涯学習室

（４）名称の変更

①環境・産業部 ⇒ 環境産業部

②収納対策室 ⇒ 納税室

③市民相談協働室 ⇒ 地域づくり支援室

④共生社会推進室（人権、男女共同参画、国際化） ⇒ 共生社会推進室

⑤環境保全対策室 ⇒ 環境保全室

⑥森林・林業室 ⇒ 森林林業室

⑦まちづくり計画室 ⇒ 都市計画室

⑧まちづくり整備室 ⇒ 道路整備室


